






































































(3) 戦略

・人的資本に関する取組

当機構では、持続的かつ安定的な業務遂行のため、職員一人ひとりが能力を最大限発揮することができるよう職

場環境の整備と計画的な人材の育成に取り組んでいます。社内環境整備方針や人材育成方針に基づき、誰もが働き

やすい安全で健康的な職場環境を提供するとともに、多様な人材が有機的に連携し、各々が成長を実感することの

できる職場を提供するための取組を推進しています。 

・気候変動への対応

当機構では、国内外でのグリーンボンド等の発行や地方公共団体の環境性能の向上を伴う設備更新等への貸付

け、執務室における節電の取組みなどを通じて、GHG排出削減や気候変動への適応策に取り組んでいます。特に、機

構として脱炭素社会の実現に貢献するため、国の「2050年カーボンニュートラル」（2050年までに全体として温室

効果ガスの排出をゼロにすること）という目標の下、2050年までに機構のScope１及びScope２に係る温室効果ガス

排出量を実質ゼロとします。具体的な取組内容については、引き続きサステナビリティ委員会での審議を通じて決

定してまいります。 

(4) 指標と目標

目標 指標 

項目 目標値 令和７年度 

全労働者に占める 

女性比率 

令和８年度末までに 

40％以上 

全職員：37.8％ 

職員：31.3％ 

非常勤職員：91.7％ 

（令和７年４月時点） 

女性管理職比率 令和８年度末までに 

５％以上 

10.0% 

(参考) 

係長級にある者に占める女性労働者の割合 

51.6％ 

（令和７年４月時点） 

男性の育児休業取得率 100% 100% 

年次有給休暇取得率 令和８年度末までに 

75％以上 

81.2% 

（令和７年１月１日～12月31日） 

温室効果ガス（GHG）排出量 

（Scope１・２） 

2050年までに 

ネットゼロ

54.9 tCO2※１ 

グリーンボンド等の継続発行 － 国内 令和７年６月 250億円 

令和７年11月 270億円 

国外 令和８年１月 7.5億ユーロ 

※１ 社用車の燃料使用、事業所等における電気使用（その使用料が原則共益費に含まれる空調設備に係る分を除

く。）によるものを算定。 
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③資金調達業務

令和７年度の資金調達総額は政府保証債の発行額が減少したこと等により前事業年度末比 361 億円減少し、１兆

7,868 億円（発行価額ベース。以下同じ。）となりました。 

令和７年度の資金調達の状況 

（単位：億円） 

区分 
前事業年度(A) 当事業年度(B) 比較(B-A) 

金額 金額 金額 

市場公募による非政府保証債 10,609 11,218 609 

地方公共団体金融機構 10 年債 3,250 3,030 ▲220

同 20 年債 1,080 990 ▲90

同 ５年債(グリーンボンド) 410 520 110 

同 30 年債 330 210 ▲120

FLIP 債（※１） 2,415 2,500 85 

MTN プログラム（※２） 

（()内は額面ベース、ともに円換算後） 

3,124 

(3,133) 

3,968 

(3,981) 

844 

(847) 

地方公務員共済組合連合会等の引受けによる債券 5,395 4,947 ▲448

10 年債 2,575 2,577 2 

20 年債 2,820 2,370 ▲450

長期借入による調達 826 803 ▲23

政府保証債 1,400 900 ▲500

資金調達総額 18,230 17,868 ▲361

この結果、令和７年度末における機構債券の発行残高（※３）は、18 兆 3,196 億円（前事業年度末 18 兆 6,812 億

円）、借入金の借入残高は長期借入金 5,218 億円（前事業年度末 5,295 億円）となりました。 

なお、令和７年度の機構債券の発行状況等は、以下のとおりです。 

（注）単位未満切り捨てのため、計が一致しないことがあります。 

※１ FLIP（Flexible Issuance Program：柔軟な起債運営）

  FLIP は、証券会社を通じてもたらされた投資家のニーズに対し、発行額や発行年限等について柔軟に対応し、一定枠の

債券を機動的に発行するものです。 

※２ MTN プログラム

 MTN プログラムとは、Medium Term Notes プログラムの略称であり、あらかじめ発行体とディーラーとの間で債券発行

の大枠に関する法的書類について合意・作成しておき、個別の債券発行に際しては、発行価格、償還期限、利率等の主要

な条件決定のみを行うことで海外市場において債券発行を機動的に行うことができるプログラムです。 

また、MTN プログラムによる調達資金はスワップ取引を用いて、全て円建てにしております。 

※３ 機構債券の発行残高については、額面金額ベースを記載しております。
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（地方金融機構債（MTN プログラムによる債券）） 

   区分 

回号 

年限 

発行額 
表面利率 
（％） 

発行価額 
（％） 

発 行 日 償 還 日 
発行通貨 

円換算後 
（億円）※

第108回 5年 米ドル 1,505 4.375 99.760 R7.4.2 R12.4.2 

第109回 5年 米ドル 1,095 4.125 99.745 R7.7.30 R12.7.30 

第110回 5年 ユーロ 1,367 2.750 99.549 R8.1.16 R13.1.16 

※ 円換算後の発行額（発行価額ベース）は回号ごとに億円未満を切り捨てした金額です。

償還方法：満期一括償還

（地方公務員共済組合連合会等の引受けによる債券） 

区分 

回号 
年限 

発行額 
（億円）

表面利率 
（％） 

発行価額 
（円） 

発 行 日 償 還 日 

A号第183回 10年 62.5 1.552 100 R7.4.21 R17.4.20 

A号第184回 10年 62.5 1.701 100 R7.5.26 R17.5.25 

A号第185回 10年 62.5 1.701 100 R7.6.23 R17.6.22 

A号第186回 10年 62.5 1.681 100 R7.7.18 R17.7.18 

A号第187回 10年 62.5 1.703 100 R7.8.22 R17.8.22 

A号第188回 10年 62.5 1.712 100 R7.9.19 R17.9.19 

A号第189回 10年 62.5 1.845 100 R7.10.21 R17.10.19 

A号第190回 10年 62.5 1.850 100 R7.11.21 R17.11.21 

A号第191回 10年 62.5 2.120 100 R7.12.18 R17.12.18 

A号第192回 10年 62.5 2.333 100 R8.1.23 R18.1.23 

A号第193回 10年 62.5 2.416 100 R8.2.20 R18.2.20 

A号第194回 10年 62.5 2.335 100 R8.3.24 R18.3.24 

B号第114回 10年 115 1.552 100 R7.4.21 R17.4.20 

B号第115回 10年 45 1.701 100 R7.5.26 R17.5.25 

B号第116回 10年 105 1.701 100 R7.6.23 R17.6.22 

B号第117回 10年 140 1.681 100 R7.7.18 R17.7.18 

B号第118回 10年 155 1.703 100 R7.8.22 R17.8.22 

B号第119回 10年 60 1.712 100 R7.9.19 R17.9.19 

B号第120回 10年 115 1.845 100 R7.10.21 R17.10.19 

B号第121回 10年 140 1.850 100 R7.11.21 R17.11.21 

B号第122回 10年 160 2.120 100 R7.12.18 R17.12.18 

B号第123回 10年 295 2.333 100 R8.1.23 R18.1.23 

B号第124回 10年 299 2.416 100 R8.2.20 R18.2.20 

B号第125回 10年 165 2.335 100 R8.3.24 R18.3.24 

B号第126回 10年 33 2.335 100 R8.3.27 R18.3.27 

C号第114回 20年 140 2.295 100 R7.4.21 R27.4.21 
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